第３章　地震発生時の応急対策等

第１　地震発生時の応急対策
　　　１　情報の収集・伝達

　　(１)  情報の収集・伝達における役割は次のとおりとする。
①　現有する広報手段を用いて、防災情報システム等を活用し、被害状況の把握及び応急対策の実施のための情報収集活動を行うとともに、府をはじめ関係機関に迅速に伝達する。
② 沿岸地域住民及び海水浴客等観光客に対し避難勧告・指示、誘導
③　災害時要援護者への配慮
　　(２)  地震・津波や被害状況等の情報収集・伝達については、被災の状況により通常使用している情報伝達網が、寸断されることを考慮し、次の経路・手段により行うものとする。
津波予報等の関係機関への伝達経路
【泉南市地域防災計画　地震対策編　P150　参照】
　その他、通信連絡の必要な事項については、地震対策編　第３章　第４節　第1　「通信連絡計画」(P153)の定めるところによる。                      
 　
　２　施設等の緊急点検・巡視
　　　　　市は、必要に応じて、公共施設等、特に防災活動の拠点となる公共施設等及び避難場所に指定されている施設や土砂災害危険箇所の緊急点検・巡視等を実施し、当該建物等の被災状況の把握に努めるものとする。
　

　　　３　二次災害の防止
　　　　　市は、地震による危険物施設等における二次被害防止のため、必要に応じた施設の点検・応急措置、関係機関との相互協力等を実施する。
また、土砂災害の防止や倒壊物の飛散による被害の防止、ライフライン復旧時におけるガス火災・漏電等の災害警戒等について、必要な措置をとるものとする。
　　　４　救助・救急・消火・医療活動                                      
　　　　　救助・救急・消火・医療活動に関しては、地震対策編　第３章　第６節　第1　「消防計画」(P181)、第３章　第９節　第５　「医療助産計画」(P212)の定めるところによる。
５　物資調達            
　　　　物資の調達については、地震対策編　第３章　第９節　「生活救援に関する計画」　第1～第３(P203～)までの定めるところによる。
６　輸送活動  
　　　　輸送活動は、地震対策編　第３章　第１０節　第３　「緊急輸送計画」(P233)の定めるところによる。
７　保健衛生・防疫活動  
　　保健衛生・防疫活動は、地震対策編　第３章　第１１節　第１　「防疫計画」(P236)の定めるところによる。
第２　資機材、人員等の配備手配

　　　１　物資等の調達手配
（1） 地震発生後に行う災害応急対策に必要な資機材のほか、次の物資等の確保を行
う。
　　　　①生活関連物資
　　　　　ア　食料　　　　　　　:乾パン、米(アルファ化米)、粉ミルク、缶詰、その他
　　　　　イ　飲料水　　　　　 :ミネラルウォーター等
　　　　　ウ　生活必需品　　 :下着、衣類、履物
　　　　　　　　　　　　　　　　　　紙おむつ、生理用品、タオル、石鹸、ティッシュ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ラップ等、毛布、マット等寝具類

　　　　　　　　　　　　　　　　　　医薬品
　　　　　　　　　　　　　　　　　　皿、コップ、箸、スプーン、ナイフ、なべ等炊事具・食器
　　　　　　　　　　　　　　　　　　乳児用品(哺乳瓶等)
ライター、懐中電灯、カセットコンロ・ボンベ、LPガス、LPガス器具等
　　　　　　　　　　　　　　　　 　掃除・洗濯用品

　　　　　　　　　　　　　　　　　 その他

　　　　②生活関連資機材等
　　　　　ア　生活関連機材　:簡易トイレ、炊き出し用具、その他

　　　　　イ　情報関連機器 :有線・無線通信機器、電話、放送設備、テレビ、ラジオ等
　　　　　ウ　災害弱者用品　:補聴器、盲人用つえ、点字器、補装具、ベット、担架、車イス、洋式便器、介護機器等
　　　　　エ 埋葬用品　　　　:棺桶、遺体袋、骨つぼ等

　　　　　オ その他　　　　　 :スコップ、ツルハシ、ジャッキ、工具セット、大工道具セット、釘、ロープ、軍手、ゴーグル、防塵マスク、バケツ、シート、テント等
（2） 市は、直轄区域内の居住者、公私の団体（以下「居住者等」という。）及び旅行者、

釣り客やドライバー等（以下「旅行者等」という。）に対する応急救護及び地震発生　

後の被災者救護のため医療用資機材及び医療品等必要な資機材等が不足する場合は、府ならびに関係機関に対して供給要請を含め必要な措置を行うこととする。
　２　人員の配置
　　　市は、府に対し、人員の配備状況を報告する。 
　　　また、必要に応じ、地震対策編 第３章　第５節　第１　「４職員の派遣要請」(P168)の定めるところにより、府に対し、府職員派遣または、他の自治体職員応援派遣のあっせんを要請する。
３　災害応急対策等に必要な資機材及び人員の配置
（1） 　防災関係機関は、地震が発生した場合において、泉南市地域防災計画に定める災害応急対策及び施設等の応急復旧対策を実施するため、必要な資機材の点検、整備及び配備等の準備を行うものとする。
（２）　機関ごとの具体的な措置内容は、機関ごとに別に定める。
第３　他機関に対する応援要請
　　１　他機関に対する応援要請については、必要に応じ地震対策編 第３章　第５節　第１　「応援要請等の計画」(P167)の定めるところにより実施する。
　　　２　市は必要があるときは、消防組織法第24条の3第1項に基づき大阪府知事を通じて、緊急消防援助隊の応援を要請するものとする。
　　　３　市は、市内に災害が発生し、その被害が大規模となって市及び関係機関だけでは市民の安全を確保することが困難な場合は、組織力及び行動力を完備している自衛隊の災害派遣要請を知事に対して求めるものとする。

　　　　自衛隊の派遣要請については、地震対策編 第３章　第５節　第２　「自衛隊の派遣要請計画」(P171)の定めるところにより要請する。
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